
労働力人口の動向
－潜在成長力への影響について－

加藤久和（明治大学）

2012.4.20

潜在成長率専門チーム第4回

資料２



報告内容

1. 人口動向と将来人口推計について

2. 労働力人口等の動向

3. 労働市場等の動向

4. 将来の労働力人口

潜在成長率専門チーム第4回



1.人口動向と将来人口推計について

・2010年の国勢調査では2005年に比べ総人口はやや増加（日本人人口は減少）したものの、
2011年10月1日の人口推計（総務省）では、過去最大幅の人口減少を記録した。
・20～64歳人口は既に1998年に7912万人でピークを迎え、2011年では7527万人であった。こ
の層の人口は2020年には6783万人、2030年では6278万人にまで減少すると推計されている。



参考：将来推計人口

・2012年の将来人口推計の結果では、総人口
は2048年には1億人を下回り、2060年には
8,674万人になる（出生・死亡中位仮定）。今後
の50年間で4,132万人の人口減少（2010年の
総人口のおよそ3割）
・年少人口は2010年の1,684万人（総人口に占
める比率は13.1％）から2060年は791万人（同
9.1％）に減少。老年人口（65歳以上人口）は
2,948万人（同23.0％）から3,464万人（同
39.9％）に増加。
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1.人口動向と将来人口推計について

参考：将来推計人口（年齢構造）



参考：超長期シミュレーション

ケース1：2061年以降、TFRが1.35を維持されるケース。
ケース2：TFRが2030年に2.1まで直線的に上昇し、2031
年以降、2.1が維持されるケース。
ケース3：TFRが2050年に2.1まで直線的に上昇し、2051
年以降、2.1が維持されるケース。
ケース4：ケース3に加え、2020～24年にかけて男女20
～39歳の層に毎年1万人ずつ、5年間で合計200万人の
海外からの移民が加わるケース。

ケース1では総人口は減少を続け、2150年には2,400
万人、2200年では1,164万人にまで減少し、現在の総
人口のおよそ1/10以下になる。
一方、ケース2では2120年頃に9900万人程度で。ま
たケース3では2140年頃におよそ8700万人で定常化
する。ケース2と3では、総人口で1200万人の差をもた
らす。
ケース4は、2120年頃に1億200万人程度で定常に落
ち着く。総人口1億人を維持することの意味は別として、
出生率の回復と移民の受け入れによって1億人を維持
することは可能となる。
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2.労働力人口等の動向

労働力人口等の定義の違い

定義（労働力人口）

国勢調査…調査年の９月24日から30日ま
での１週間に収入を伴う仕事を少しでもし
た人（就業者）と、収入を伴う仕事を少しも
しなかった人のうち仕事に就くことが可能
であって，かつハローワーク（公共職業安
定所）に申し込むなどして積極的に仕事を
探していた人（完全失業者）の合計

労働力調査…調査週間中に収入を伴う仕
事を１時間以上した者（従業者）（家族従
業者は，無給であっても仕事をしたとする）
と、休業者、完全失業者（仕事がなくて調
査週間中に少しも仕事をしなかった者、仕

事を探す活動や事業を始める準備をして
いた者など）の合計。



2.労働力人口等の動向



2.労働力人口等の動向



2.労働力人口等の動向

非労働力人口の動向

景気の動向とともに、好況では労働力人口増加
率が非労働力人口増加率を上回るが、不況では
非労働力口増加率の方が高い。近年では、非労
働力人口増加率が恒常的に高いが、これは高齢
化等の影響が考えられる。

女子の非労働力人口増加率と失業率の関
係を見ると、失業率が上昇すると非労働力
人口増加率も同じ時期に上昇（就業意欲喪
失行動）するが、1年後には非労働力人口増
加率は低下（ダグラス・有沢法則）している。
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2.労働力人口等の動向

1990年と2010年の年齢別女子労働力率をみると、M字が急速に解消されていることがわ
かる。その内容を正規、非正規、失業増の三つの要因に分けてみると、25～30歳、30～34
歳層では非正規の増加と失業の増加が寄与しており、正規社員の増加はこのM字カーブ
解消にはほとんど寄与していないことがわかる。



2.労働力人口等の動向

男子60‐64歳労働力率

・60～64歳労働力率の時系列推移が定常で
あることを確認。
・リサンプル（10000回）を行い、ブートストラッ
プ標本から平均値と標準偏差を計算。
・将来人口推計の予測値をもとに、2030年ま
での労働力人口の値を試算。
・2030年の60～64歳労働力人口は2855千人
から2910千人程度の範囲に入る。



2.労働力人口等の動向

男子60‐64歳就業率



2.労働力人口等の動向

高齢層の労働力率



2.労働力人口等の動向

資料：OECD "Labor Force Statistics"



3.労働市場等の動向

成長会計における労働の寄与



3.労働市場等の動向

マイクロ・データによる労働供給に関する研究



3.労働市場等の動向

・近年は総実労働時間が減少し、雇用者数がやや増
加して、労働投入量がほぼ同水準を維持。

・労働投入量をみるとパートの投入量が顕著に増加。

・また、正規労働者の労働投入量の寄与が減少してい
る。



3.労働市場等の動向

その他のトピックス

平成19年国民生活白書 平成21年度経済財政白書
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加藤(2009) 「人口と技術進歩に関する実証分析」、NIRA研究報告書、『高齢化
は脅威か？－鍵握る向こう10年の生産性向上－』、第2章



女性の社会進出と出生率

・1970年での出生率と女性の労働力率の間には
負の関係が見られるが、1985年になると両者の
関係は消失している。さらに、2000年では反対に
両者に正の関係が現れるようになっている。した
がって、この30年間に負から正へ、女性の労働
力率と出生率の関係は大きく転換したことになる。

・その理由としては、就業と育児の両立支援が出
生率向上にとって好ましい結果をもたらしたので
はないかと推測される。

・国連開発計画(UNDP)が公表しているジェン
ダー・エンパワーメント指数(GEM指数)。
・GEM指数が高い国ほどTFRが高い。観測された
結果から、GEM指数が0.1ポイント高まればTFRは
0.15ポイント上昇する。
・この関係が成立すると仮定すれば、わが国の
GEM指数は2009年で0.567であり、スウェーデン
(0.909)並みに高まれば、TFRは1.8～1.9程度にな
る。
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少子化対策と女子労働

現物給付（対GDP比）はTFRに対して有意であるが、現金給付（対GDP比）は有意ではない。

女性の就業支援はTFRを高める傾向に変化している。
23

Annual cross‐country correlation between TFR and 
FLP(Female labor force participation rate) in OECD 
countries

Kogel(2003),” Did the Association Between Fertility 
and Female Employment Within OECD Countries 
Really Change its Sign?”
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雇用政策研究会（2007）における推計
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雇用政策研究会（2007）における推計
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推計値は、将来推計人口の男女年齢5歳階級別人口を労働力調査ベースに変換した後、2001～
2010年の各階級の労働力率の平均値を乗じて求めている。

2030年までの労働力人口の試算値

4.将来の労働力人口



労働力人口（男）

・30歳代の労働力人口が激減
⇨2010年の881万人が2020年
673万人、2030年600万人に。
・最多の年齢階層は2010年の35‐
39歳から2030年では65歳以上に。

労働力人口（女）

・20歳代の労働力人口が大幅に
減少
⇨2010年の508万人が2020年
436万人、2030年398万人に。
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・今後、TFRが1.35を維持するケース
（将来推計の中位仮定）に比べ、TFR
が2030年に2.1まで直線的に上昇す
る場合は、2040年で131万人、2060
年では775万人の労働力人口の上
積みが見込まれる。TFRが2050年に
2.1まで直線的に上昇する場合は、
2060年では328万人の労働力人口
が増加。

・少子化対策は長期的に見れば労
働力人口増加を通じて潜在成長力
に明白にプラスに影響する。

参考：労働力人口の単純推計（長期）

・2000～2010年までの男女年齢5歳階
級別の労働力率の平均値を用いて、
将来推計人口（出生・死亡中位仮定）
の値に乗じて、労働力人口を単純推
計した（人口の労働力調査ベースへ
の変換は行なっていない）。

・その結果、労働力人口は2010年の
6590万人から2060年では3951万人に
まで激減する。

4.将来の労働力人口


